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１．はじめに 

 

近年、モータリゼーションの進展により、地方を中心

に公共交通網が維持できない事態が見受けられるように

なった。しかしながら高齢者のような交通弱者は公共交

通機関に頼らざるを得ない。そのためにできる限り公共

交通機関を維持させる方法を考える必要がある。このと

きに交通サービスと人の外出行動の関係を定量的に表す

ことができれば、将来の交通政策に有用なものとなると

考えられる。 
高齢者の場合、就業しているケースが少なく、比較的

自由に行動ができる環境にある。日常生活において買い

物、娯楽などの活動を自由に選択あるいは組み合わせな

がら過ごすことができる。このような環境に対して適切

な交通サービスを提供できれば高齢者の外出行動に大い

に寄与できる可能性がある。 
複数目的の交通行動に関する研究は従来様々行われて

きている。目的地の選択と交通手段の関係については多

くの研究が見られ、たとえば菊池ら 1)、長沢ら 2)、また

観光地周遊行動を対象に西野ら 3) 4)の研究など数多くあ

る。基本的には、目的地の選択肢に効用関数を当てはめ

ランダム効用理論を用いて目的地の選択行動、さらには

交通手段選択を含む行動を表したものである。効用関数

には様々な要因を組み込むことができる利点がある。 
本研究では、高齢者を対象に日常的な活動に対して交

通サービスの効果を考えようとするものである。今回は

その手始めとして、交通サービスのうち、特に時間に関

するもの、所要時間や運行スケジュールの効果を考える。 
運行スケジュールを考える場合には、前述の研究では、

少し不十分である。西野ら 3)の研究などのように滞在時

間を考慮し、行動時刻の決定を扱ったものもあるが、今

回のケースのように日常生活サイクルを考慮した行動時

間の選択を扱ったものは見られない。 
本研究では、1 日 24 時間という時間軸の中で人がい

くつかの日常的な交通目的を組み合わせていくモデルを

提案し、交通サービスのひとつである時間の影響につい

て若干の検討をするものである。 
 

２．複数目的の行動モデル 

 

（１）行動時刻決定モデル 

モデルは２つの行動様式で構成する。１つは外出行動

を行う際の行動時刻決定モデルで、もう１つは複数の目

的地を含む目的地選択モデルである。 
本研究で対象とする高齢者は 1 日の中で比較的自由に

行動を選択できると仮定する。そこでモデルでは目的地

で十分満足を得られることが動機の一つであると仮定す

る。そしてこの満足度を効用と考え、不利益を小さくし、

できるだけ大きな利益を得ようとすることが人の行動原

理であると仮定する。モデルでは、ある行動を十分な時

間行った場合の満足度（効用）を基準とし、滞在時間が

十分にとれないための満足の損失分を非効用で定義する。 
人が外出して行動する際に感じる不都合さとして今回

は4つの非効用を仮定した。これらの非効用は目的地滞

在時間が短いための非効用 、帰宅時刻が遅いための

非効用 、目的地滞在時間が長いことの非効用（疲労、

飽き）  、目的地間の移動における交通抵抗  であ

る。それぞれの関数を式(1)から式(4)に示す。式(1)で

は限界効用逓減の法則を考慮した。 
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ここで、ts：滞在時間、th：帰宅時刻、tb：これ以前の

時刻に対して非効用 D2 を認識しなくなる閾値、 tt：次

 



の目的地までの移動時間、α、B、m、δ、c、γ：正の

パラメータである。このうち m は目的地固有に与えら

れるもので、本研究では魅力度と呼ぶことにする。 

 図－１は前述の 4 つの非効用を用いた1 日のうちで 2

つの外出行動を連続して行うときの行動時刻決定を表し

たものである。図中t とt は最初の目的地での行動開

始時刻と終了時刻、 とt は第 2 目的地の開始時刻と

終了時刻を表したものである。 
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単一目的行動の場合（図中では第１目的地の箇所）、

考慮する非効用は 、 、 である。各非効用は加

算可能とし、この時の非効用の総和（図中では

D1(t1o|tin)）は次式(5）で与えられる。 
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ここでは、 、t で与えられる。 
行動時刻決定モデルは、式(1)の m で表される魅力度

を基準にして他の非効用を測る構造を持つ。行動全体で

得られる効用が最大になるように行動終了時刻を決定す

ると仮定する。 が最小のとき、希望（あるい

は最適な）行動終了時刻t 、omo mininom =
とし、得られる効用 は次式(6)で求められる。 )|( inom ttU

min)|( DmttU inom −=          ････（6） 

1日の中で複数の目的行動をする場合、単独目的の場

合と異なり目的地間を移動するための交通抵抗として新

たにD4を考慮する。図－１に示すように2つの目的地

がある場合、２つの目的地での非効用をD1(t1o|tin)、2番

D2(t2o|tin)と表し、全行程における非効用の総和をD12(t1o、

t2o|tin)で表すとすると、総効用U12(t1o、t2o|tin)は式(7)で表わ

される。 
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各行動の希望終了時刻 t1om、t2omは、得られる効用

U12(t1o、t2o|tin)が最大になる時刻として決定される。 

今回の研究で取り扱うような日常生活の中で行う買物

行動や数時間で終わるような娯楽活動の場合は日々の生

活サイクルの中で行っており、その時間帯を決める際に

は食事などの必需行動を優先して行い、それ以外の時間

帯で行動をしている場合が多いと考えられる。今回の場

合、昼食時間帯の中では人は行動が制限されるものとし

て取り扱う。モデルでのこの時間帯は制約時間の開

始時間 とその継続時間t で表わすものとする。  lst lc

同一環境下であっても、希望(最適)行動終了時刻

は人により変動すると考えられる。本研究では、この変

動を個人差として仮定し、個人差を非効用関数の中の目

的地滞在時間に関するパラメータα(D1)、生活サイクル

の一つの指標である閾値 tb(D2)及び昼制約時間の変動に

導入し、確率密度関数（PDF）として扱う。本文ではそ

れぞれ

omt

)(αϕα 、 )( btb tϕ 、 )( lstls tϕ 、 )( lctlc tϕ で表わす

ことにする。また、入力条件である行動開始時間 tinも変

動を持ち集団全体の分布としてφtin(tin)で表わす。それぞ

れは独立であると仮定する。希望行動終了時刻 tomの決

定において、α、tb、tls、tlcを条件とする tinと tomの変数

変換であるとみなすと、集団全体の希望行動時刻 tomの

PDFは式(8)を用いて表される。 
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（２）目的地の選択モデル 

 本研究で取り上げる目的地選択行動では、単独の目的

行動しか行わないような場合や、複数の行動を行うよう

な場合などいくつかの行動パターンがあり、その中から

人が最適なパターンを選択すると仮定する。この場合、

前節の行動時刻決定モデルを各行動パターンに用いて、

総効用を算出し、その中から最も大きな効用をもつ行動

パターン選択するものとする。しかしながら、同じ個人

でも同じ条件下で判断が異なることがある。そこで、そ

の都度の行動のばらつきを確率的に変動する誤差項を導

入することで、場合差に基づいた行動選択モデルを作成

する。   
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図－２ 目的地の選択モデル 
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図－１ 行動時刻決定モデル 

 



今、説明を簡単にするために、一日の中で p1「単独

行動しか行わない」、p2「２つの行動をする」という二

者択一の場合を考える。式（6）の U、式（7）の U12 に

αとは独立である場合差を導入する、平均 0、標準偏差

σ1、σ2 に従う確率分布誤差項ε1、ε2 を式(6)、式(7)に
与える。効用 Up1、Up2 は確率的に変動し、p2 を選択す

る確率Pp2は式(9)のようになる。 
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図－３ 行動パターン選択の相関図 

7:
00

8:
00

9:
00

10
:0

0
11

:0
0

12
:0

0
13

:0
0

14
:0

0
15

:0
0

16
:0

0
17

:0
0

18
:0

0
19

:0
0

20
:0

0
21

:0
0

0
5

10

15
20
25
30

35
観測値
計算値

時刻

人
数

図－４ パターン①の娯楽活動終了時刻の分布 

表－１ 行動パターン 

行動パターン 人数 行動パターン 人数 行動パターン 人数
娯帰＊ 145 買帰娯帰＊ 9 買他帰 3
買帰 142 社帰他帰 9 娯非帰 3
社帰 92 帰他帰 8 娯社帰 3
病帰 58 社娯帰 8 病他帰 3
帰 46 帰社帰 7 社社帰 3
非帰 21 病帰買帰 7 買買買帰 3
娯買帰＊ 20 帰娯帰 6 非帰社気 3
娯帰買帰＊ 16 娯帰社帰 6 病帰社帰 3
娯帰娯帰
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ここでPr[＊]とは、事象＊の成立する確率である。 
図－２に示すように、効用関数 Up1、Up2 のそれぞれ

PDF をΦUp1(U|α、tin)、ΦUp2(U|α、tin)で与えられるもの

とする。αとt を与件とするパターン p2 を選択する確

率P α は式(10)で表わされる。 
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 ここでΦ は第m番目の行動パターン

を選択する場合のPDF を表す。 
選択できる行動パターンが複数存在する時、例えばあ

る集団が第 k 番目の行動パターンを選択する確率 Ppk(α、

tin)は、式(10)と同様に次式で与えられる。 

･ ･･･(11) 

従って、集団全体では式(11)をαの全領域にわたって

積分することで、式(12)のように与えられる。

 
    ････(12)

 

15 非非帰
14 買帰買帰

5 迎気娯帰 3
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（３）モデルの適用 

a) 利用データ 

本研究では 2007 年 12 月から翌年 2008 年 2 月ごろま

で年末年始の期間を除いて F 市 H 区、K 市、M 市でア

ンケート調査データを用いた。これらの調査では連続す

る 1 週間または 2 週間の間のすべての外出行動を記録し

た。具体的に記録したものは出発時刻、外出目的、目的

場所、利用した交通手段、目的地到着時刻などである。 
表－1 にデータから得られた行動パターンとそれを行

った述べ人数を示す。これらのパターンには全ての交通

モードが含まれている。データから得られたパターンは

様々で、これらをすべてモデルに適用をすることはでき

ない。同日での選択対象になりにくいパターンの組合せ

があるからである。今回は、これらのデータのうち比較

的自由に選択可能な娯楽と買い物に関を取り上げる。表

－1 に示す行動パターンのうち‘＊’のついているパタ

ーンを取り上げ、1 日の中で①娯楽活動のみを行うパタ

ーン ②最初に娯楽活動、その後直接買物へ行くパター

ン ③最初に娯楽活動を行い、その後一旦帰宅し、再び

買物のために外出する行動パターン ④最初に買物行動

帰 3
社帰社帰 13 社 4 娯 2
娯帰他帰 12 仕帰他帰 4 他 2
買買帰 11 買帰他帰 4 娯他帰 2
帰買帰 10 買帰病帰 4 病仕買 2
病買帰 10 買帰迎帰 4 病娯帰 2
社帰買帰 10 非帰買帰 4 社仕買 2

9 娯帰非帰 4 社買帰 2
9 娯娯娯帰 4 帰他買帰 2

社：社会行事などの社会参加
非：非日常的買い物（服や家具などの購入）

旅：旅行
仕：仕事
迎：送迎

　　　であり、左から順番に行動を行っている。

旅帰
社帰
娯娯 9 病帰娯帰 4 買帰社帰 2
ここでは、 娯：娯楽（1日を超えないもの）

買：日常的買い物（食料品などの購入）

帰：帰宅
病：通院

 



 

lst lct

を行い、その後一旦帰宅し、再び娯楽のために外出する

行動パターンの 4 つを扱うこととした。なお、今回の調

査においては①～④パターンを選ぶサンプル数が延べ

187人であった。 
b) パラメータの推定 

得られた調査結果をもとに、仮定したモデルにおける

パラメータを推定した。パラメータを推定するにあたり

αに対数正規分布、tb 及び昼制約時間 と に正規分

布を仮定した。その上でモデルを適用して求めた行動終

了時刻の計算値による人数の分布と観測値による人数の

分布の値の二乗誤差を出して、二乗誤差が最も小さくな

るようにパラメータを求めた。 
 モデルを適用した結果、行動パターンの選択人数の観

測値と計算値の相関図は図－３のようになり、相関係数

は 0.998 であった。また、1 例としてパターン①におけ

る娯楽活動終了時刻の観測値と計算値の値を図－４に示

す。このときの観測値と計算値の関係において「計算値

は観測値に従う」という仮定でχ2 二乗検定を行ったと

ころ、有意水準 5％で採択された。また他の全てのパタ

ーンにおける各行動終了時刻の計算値と観測値も同様だ

ったことから４つのケースに用いた今回のモデルが妥当

であることが示せた。このときの推定により得られた各

パラメータを表－２に示す。 
 
３．交通所要時間短縮の効果 

 
ここでは前節で推定したパラメータの値を用いて交通

サービスが変化したときの行動の変化を予測した。今回

は自宅から娯楽活動場所までの所要時間（前節のデータ

では平均約 15 分）、自宅から買物場所までの所要時間

（平均役 20 分）および娯楽施設から買物施設までの所

要時間（平均約 40 分）をそれぞれ 20％、40％短くした

ときの行動の選択がどうなるかを予測した。予測結果は

図－５のようになった。この図から所要時間が短くなれ

ば複数目的行動を行うときの交通抵抗に関する非効用の

値が小さくなるため相対的に複数目的行動を行ったとき

の効用が高くなり、単一目的のパターン①に対してパタ

ーン②、③、④の選択率が高くなった。40%の短縮率は

かなり大きな値であり、現実的ではないと考えられるが、

提供される交通サービスが向上し、交通移動にかかる時

間が減少すれば高齢者の外出パターンが変わり一日の中

で複数の行動が増加する可能性を示したものと言える。 
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図－５ 所要時間の変化と行動パターンの選択率 

表－２ パラメータ推定結果 

m1(娯楽) 1.00 場合差のばらつきのσ 0.03
m2(買物) 0.15 δ 0.02
m3(自宅)１) 0.02 γ 1.05
tb　μ 18.25 B 0.03
tb　σ 0.46 昼食開始時間　μ 12.29
α（娯楽）　μ 0.51 昼食開始時間　σ 1.03
α（娯楽）　σ 0.41 昼食継続時間　μ 2.79
α（買物）　μ 0.62 昼食継続時間　 0.61
α（買物）　σ 0.13 昼食に関わる非効用

σ

D 0.93

α（自宅）1)　μ 0.15

α（自宅）1)　σ 0.11
1）’(自宅）’は一時帰宅を行動目的としたもの  

 
４．結論 

 
本研究では、高齢者の日常的な生活に関する外出活動

と交通機関のあり方を考えていくことを目的に、まず外

出活動の選択行動と交通の時間に関わる要因との関係を

把握するために、活動時刻を決定するモデルと複数目的

選択モデルを作成した。モデルをいくつかの都市の高齢

者の1日の行動調査を行い、その中で娯楽を中心とした

行動パターンに適用し、そのときの行動に応答するパラ

メータを求めた。その後に交通所要時間の変化による活

動パターンへの効果について検討を行った。 

今回のモデルでは交通サービスに関しては移動にかか

る時間のみを考えているが、今後の公共交通機関の運用

の評価を試みる上でも、時間以外の要因を考慮する必要

がある。 
 

参考文献 

1) 菊池輝、芦川圭、北村隆一：MCMC 法を用いた巨大選

択肢集合下での目的地選択行動の再現、土木計画学研

究・講演集、No.23、pp267-270、2000 
2)長沢圭介、藤井聡、北村隆一：個人の選択肢集合の不確

実性を考慮した生活パターン選択モデルの構築、土木学

会第51回年次学術講演会、No.4、pp332-333、1996 
3)西野至、藤井聡、北村隆一：観光周遊行動の分析を目的

とした目的地・出発時刻同時選択モデルの構築、土木計

画学研究・論文集、No.16、pp681-687、1999 
4)西野至、西井和夫、北村隆一：観光周遊行動を対象とし

た複数目的地の組合せ決定に関する逐次的モデル、土木

計画学研究・論文集、No.17、pp575-581、2000 


